君が代斉唱をめぐる司法消極主義と積極主義（二） 外部行為の強制と教員の思想・良心の自由 by 中谷 実





























































































































































































































































































うJという。商原博史・ジュリ 1294号 104頁 (2005)。














(1) H-19.2.27 [伴奏(戒告)/取消〕最 3判平成 19年 2月27日1)(判時 1962






















して，①最大半日昭和 31年 7丹4臼(民集 10巻 7号 785頁，謝努広告拒否事件)， 
②最大判昭和 49年 11月6B (刑集28巻 9号 393頁，以下，猿払事件)，③最
大判昭和 51年 5月21日(以下別集30巻5号 615見旭川学テ事件)，最大判昭和
51年 5月21日(刑集30巻 5号 1178頁，岩教組学テ事件)1の趣旨lこ徴して明ら




























































H-19.2.27 (伴奏(戒告)/取消〕最3判は， r学校教育法 18条2号は，小学
校教育の自標として『郷土及び国家の現状と伝統について，正しい理解に導










































































2) 森英明・ジ.ユリ 1344号 85頁 (2007)。
3) 渡辺・前出ー注 12)34頁。













6) 酋原博史・世界 765号 141頁 (2007)。













(1) H-20.12.15 [起立斉唱(戒告・減給)/取消・国賠〕福岡高判平成 20年







C (2) (c)参照)， [全体の奉仕者テーゼ】(後述C(2)(d)参照)，【指導要領テーゼ]
(後述C(2)(e)参照)に言及し，職務命令は， iその目的及び内容において不合
理であるということはでき」ず， i憲法 19条に反するということはできな




















(a)参照)， [局知の事実テーゼJ(後述C(2) (a)参照)， [信念と不可分に結び付か
ず，歴史観自体を否定するものでないテーゼ'](後述C(2) (b)参照)，【儀式的行
事において期待され，外部表明行為と評価できず，特定の思想、の強制・禁









































(5) H聞22.5.24(起立斉唱(戒告)/取消〕広島高判平成 22年 5月24日3)
113 























































H-21. 3.19 [起立斉唱(戒告)/取消・国賠〕東京地判， H-22.4.21 [起立斉唱(戒
115 
告)/取消・闇賠〕東京高判に見られる。 H同21.10.15 [起立斉唱(再雇用拒否)/








H-21.3.19 [起立斉唱(戒告)/取消・国賠〕東京地判， H叩21.10. 15 [起立斉唱
(再雇用拒否)/国賠〕東京高特， H-22. 4. 21 [起立斉唱(戒告)/取消・国賠〕東




裁判決(最大判昭和 51年 5月21日)を援用して， r学習指導要領は，文部大臣

























を認めている。 H-22.5. 24 (起立斉唱(戒告)/取消〕広島高判，日】21.3. 19 (起
立斉唱(戒告)/取消・盟結〕東京地判は伺旨。 H-22.4.21(起立斉唱(戒告)/取

















































































高半U，H-22. 5. 24 [起立斉唱(戒告)/取消〕広島高半日， H-22. 5. 24 [起立斉唱(戒告)/
取消〕広島高半日も同旨。










































































































































































































(1) H -21. 2. 26 [起立斉唱(戒告)/取消〕広島地判平成21年2月26日(LEX/



























































































































































(1) H-21. 3. 26同242(起立斉唱(停職 3月， 1月)/取消・閤賠〕東京地判平成
21年 3月26日1)(LEX/DB，②→ H-23. 3. 25-242 [起立斉唱(i亭職3月， 1月)/取消・国
賠〕東京高明l平成 23年3月25日，③→ H-24.1. 16-242 [起立斉唱(停職3月)/取消・国賠〕
最1判， H-24.1.16-242 [起立斉唱(停職 1月)/取消・国賠〕最 l判)は，本件各職務命




































成 21年 3月26日3)(判タ 1314号 146頁，②→ H-23.3.10-263 [起立斉唱・伴奏(戒告・減
給)/取消・国賠〕東京高半U，③→Hω24.1. 16-263 [起立斉唱・伴奏(戒告)/取消・国賠〕最 1
判， H-24. 1. 16-263 [起立斉唱・伴奏(減給)/取消・国務〕最 1判)は，戒告処分を受け
た後，訴訟保属中に退職した者に処分の取消しを求める訴えの利益があると



























































































判決の冒頭において， (停戦3月， 1月)， (停戦3月)， (停職 l月)と表記する)。本判
決は，日-21.3.26-263[起立斉唱・伴奏(戒告・減給)/取消・国賠〕東京地判と同日に判
決が下されており(裁判長も同じ)，また，本判決の最高裁判決である H-24.1.16ω242
〔起立斉唱(停戦1月)/取消・国賠〕最 1判， H-24. 1. 16-242 [起立斉唱(停職3月)/取









































6) Hω21. 3. 26-242 [起立斉唱(停職3月，1m/取消・国賠〕東京地判， H -21. 3. 26-263 
〔起立斉唱・伴奏(戒告・減給)/取消・国賠〕東京地判は，前出・《消極主義 II)同注
5)で見た諸判決と同旨。
7) Hω21. 3. 26-242 [起立斉唱(停職3月， 1月)/取消・図賠〕東京地判， H-21. 3. 26-263 
〔起立斉唱・伴奏(戒告・減給)/取消・国賠〕東京地半jは，前出・《消極主義 II)鯛注
6)で見た誇判決と同旨。
8) H-21. 3. 26-263 [起立斉唱・伴奏(戒告・減給)/取消・国賠〕東京地判は，前出・《治
穣主義 III))Cニ)注7)で見た判決とi苛旨。









(1) H-22.1. 28 (起立斉唱(再雇用拒否)/国賠〕東京高判平成22年 1月28
























(2) H-23.1. 28 (起立斉唱・伴奏/国賠〕東京高判平成 23年 1月 28日(判


























(3) H-23. 3. 25-242 (起立斉唱(停職3丹， 1月)/取消・国賭〕東京高判平
成 23年 3月 25日 (LEX/DB，①→ H-210326ー242(起立斉唱(停職3月， 1月)/取消・国
賠〕東京地判王子成 21年 3月初日，③→ H】24.1.16ω242(起立斉唱(停職3月)/取消・国熔〕



































































H-22.1. 28 [起立(再雇用拒否)/圏賠〕東京高判は， 19年ピアノ判決と同































































日-23.1.28[起立斉唱・伴奏/国賠〕東京高判， H-23. 3. 25-242 [起立斉唱(停

























































































5) H“22.1. 28 (起立斉唱(再雇用拒否)/国賠〕東京高判， H-23.1.28 (起立斉唱・伴奏/
回締〕東京高判， H-23. 3. 25-242 (起立(停戦3月， 1月)/取消・国賠〕東京高判は，前
出・《消稼主義 II)鱒注5)で見た諸判決と悶旨。
6) H-23.1. 28 (起立斉唱・伴奏義務/国賠〕東京高判は，前出・《消緩主義 II)U凶)注 6)
で見た諸判決と同旨。









8) 三宅裕一郎・法セミ 666号 118頁 (2010)。
9) 加藤文也・労働法律旬報 1746号 12頁 (2011)。伺コメントは，本判決が，現行学
習指導要領に基づいて，国旗掲揚，国歌斉唱の通達ぞ発出すべき必要性と合怒伎が
認められるとした点について， I養護学校などでは，障がいをもっていて，卒業式に
は出席できるが，起立することができず，常に介護が必要な卒業生も存するのであ
るJ，卒業式等は， I事柄の性質上，本来的に教織異において個別に又は独自にこれ
を行うことが図難かっ不適当な性格のものj ということはできず，また，儀式であ
るからといって，一律に実施する必要性がでてくるものでないことは明らかであ
るj と批判する。 11-12頁。
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